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「阪神・淡路大震災とひょうご21 世紀研究機構の20 年」映像制作業務 

委託事業者募集要項 

 

１ 趣旨 

  阪神・淡路大震災から30年、(公財)ひょうご震災記念21世紀研究機構(以下「機

構」という。)設立から20年を迎えるにあたり、大震災とは何だったのかを振り返

り、機構が果たしてきた役割とこれから果たすことが期待される役割を整理するとと

もに、大災害の時代とさえ言われる昨今において、人々に大災害への備えを周知・啓

発する「阪神・淡路大震災とひょうご21世紀研究機構の20年」映像制作業務(以下

「業務」という。)を委託するためのプロポーザルを実施する。 

 

２ 応募資格 

  業務を委託するためのプロポーザル（以下「プロポーザル」という。）に応募するこ  

 とができる者は、次の全ての要件を満たす者であること。 

 (1) 法人その他団体又は個人事業主であって、別に定める仕様書の条件を満たすノウハ

ウを有すること 

(2) 過去５年間に映像作品の制作業務を受託した実績があること 

(3) 提案する業務が法令等の規定により官公署の免許、許可、認可、指定等を受ける必 

要がある場合には、当該免許、許可、認可、指定等を受けること 

(4) 業務の実施に当たり、機構との打合せ等に適切に対応することができること 

(5) 次のいずれにも該当しないこと 

ア 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４の規定による一般競争 

入札の参加者の資格制限を受けている者 

イ 提出書類（５(1)及び６(1)に掲げる書類をいう。以下同じ。）の受付期間におい

て、兵庫県の指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けている者 

ウ 会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更正手続開始の申立て、民事再   

生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申立てが行われている者 

エ 都道府県が賦課徴収する全ての都道府県税、法人税、消費税または地方消費税を

滞納している者 

オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体 

カ 暴力団又は暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある者 

   

３ 業務要件 

仕様書に沿ってプロポーザルに応募する者自らが企画する業務であって、機構が委

託する業務として公序良俗に反するものでないこと 

 

４ 事業費 

金20,000,000円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 応募登録について 

 (1)提出書類 

  以下①～③を各１部提出すること。 

  ①応募登録書(様式第１号) 

  ②質問票（様式第2号） 
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  ③会社概要書(様式第３号) 

   ※「履歴事項全部証明書」「納税証明書」等記載事項の内容が確認できる書類を添

付すること（同じ内容が記載されていれば別書類でも可） 

 (2)受付期間 

   令和６年１月22日（月）10時から令和６年１月29日（月）17時まで 

 (3)提出方法 

   事務局宛てに郵送または信書便（以下「郵送等」という）もしくは電子メール添付

(以下「メール」という)にて提出すること。なお、配達事故等により提出期限までに

提出書類の到着が確認されない場合に備え、郵送等の場合は配達記録が残る方法と

し、メールの場合は送信メールを保存すること 

 

６ 企画提案書等の提出について 

  以下(1)①を１部、②～④はセットにして10部、提出すること 

 (1)提出書類 

  ①応募申込書（様式第５号） 

  ②企画提案書（Ａ４サイズ、様式任意） 

   ア 阪神・淡路大震災と当機構のこれまでの取組を基本に、今後起こるであろう南

海トラフ地震等の大災害への備えなどをコンセプトとした映像制作におけるテー

マ、狙い、訴えたいことなど基本的な考え方 

   イ 数種類のテーマごとに編集された15～20分程度の映像それぞれについて、作

品タイトル及び絵コンテと内容構成（見どころ、映像や音響による効果等を含

む）をまとめた具体的な提案 

   ウ 映像制作にあたっての進め方（取材、編集等各作業予定から納品まで）がわか

るスケジュール 

  ③業務執行資料（Ａ４サイズ、様式任意） 

   ア 映像制作にあたっての業務執行体制（管理体制、指揮命令系統等）及び業務統

括責任者の経歴 

   イ 過去に制作した代表的な映像作品内容などアピールしたい点 

  ④見積書（様式第４号） 

   ※「積算内訳（Ａ４サイズ、様式任意）」を添付すること 

 (2)受付期間 

   令和６年２月8日(木)10時から令和６年２月15日(木)17時まで 

 (3)提出方法 

   事務局宛てに持参もしくは郵送等で提出すること。持参の場合は、平日のみの受付

となる。なお、配達事故等により提出期限までに提出書類の到着が確認されない場

合に備え、郵送等による場合は配達記録が残る方法とすること 

 (4)辞退 

   応募登録した者が企画提案書等の提出を辞退する場合は、応募辞退届（様式第6

号）を上記(2)、(3)に基づき提出すること 

 

７ 選定スケジュール 

 (1)募集要項の公表 

   令和６年１月15日(月)10時 

 (2)応募登録書等（上記５(1)提出書類）受付期間 

   令和６年１月22日(月)10時から令和６年1月29日(月)17時まで 

 (3)企画提案書等（上記６(1)提出書類）受付期間 

   令和６年2月８日(木)10時から令和６年2月15日(木)17時まで 
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 (4)プレゼンテーション・選考委員会 

   令和６年2月下旬（予定） 

 (5)結果通知 

   令和６年２月下旬 (予定) 

 (6)契約締結 

   令和６年４月１日 (予定) 

 

８ 質問の受付・回答 

  提案にあたって質問事項のある場合は、質問票（様式第2号）により応募登録書の提

出期限までに事務局へ提出すること。回答は事務局から各応募者へ企画提案書等提出

日の初日までにメールで連絡する。 

 

９ 選考方法 

 (1) 選定委員会を設置して、応募者による30分程度のプレゼンテーション及び書類に

よる審査の上、業務を委託する者を選考する。なお、必要に応じて応募者に対して

提案書類の内容確認や追加書類の提出を依頼することがある。 

 (2) 応募者が４者を超えた場合は、プレゼンテーション・選定委員会に先立ち書類審査

を行い、その上位３者を対象にプレゼンテーション・選定委員会を行う。 

 (3) プレゼンテーションは、提出した企画提案書に基づいて説明を行うこと 

なお、企画提案書に記載した内容について補足する資料の提示は認めるが、企画

提案書に記載していない新たな資料提示は認めないので注意すること 

 (4) プレゼンテーションの出席者は３名以内とし、説明は業務委託期間が満了するまで

に主たる担当者として従事する方を中心に行うこと 

 (5) 次のいずれかに該当する場合は審査の結果を問わず失格とする。 

  ①提出書類に虚偽の記載があった場合 

  ②本要項に定められた条件に違反した場合 

  ③応募により知り得た事柄を第三者に漏らした場合 

  ④その他不正な行為を行った場合 

 (6) 選考結果は事務局から応募者全員に通知する。 

 (7) 天災等により選考方法やプレゼンテーションの日程などが変更になる場合は、事務

局から応募者へ個別に通知する。 

 

10 その他注意事項等 

 (1) 企画提案における留意事項 

  ①書類作成の際に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること 

  ②法人、個人事業主又はグループ1者につき１提案とする。複数提案した場合は失格

とする。 

  ③企画提案に要する費用は全て応募者の負担とする。 

  ④提出書類の著作権は、応募者に帰属する。 

⑤提出書類は、審査のためのみに使用し、応募者には返却しない。 

   

 (2) グループ応募について 

  ①複数の法人等がグループを構成して応募する場合は、代表となる法人を定めるとと

もに、グループを構成する法人等は連帯して責任を負うものする。 

  ②単独で応募した法人は、グループ応募の構成団体となることはできない。 

  ③代表となる法人及びグループを構成する法人等の変更は、原則として認めない。 
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 (3) 委託契約について 

  ①本プロポーザルは受託者を選定するために行うものであり、業務内容は改めて委託

者と受託者において協議し、契約締結時の仕様書に反映する。 

  ②本業務の目的達成のため、委託者の指示により、仕様書の内容の追加・変更を行う

場合がある。 

  ③委託料の精算や支払い方法等については別途協議とする。 

  ④契約金額の100分の10以上の契約保証金を契約締結までに納付すること 

ただし、以下に該当する場合は納付を免除することがある。 

   ａ 過去５年間に国、地方公共団体その他知事が指定する公共的団体と、この契約

と種類及び規模がほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらを

全て誠実に履行し、かつこの契約を履行しないこととなるおそれがないと認め

られるとき 

   ｂ 契約の締結から令和７年3月31日の期間、保険会社との間に履行保証保険契

約を締結し、その保険証書を契約保証金に代えて提出したとき 

  ⑤グループでの企画提案の場合、委託契約は代表の１法人と締結する。なお、主要業

務については再委託を認めない。 

 

10 様式一覧 

  様式第1号 応募登録書 

  様式第2号 映像制作業務委託に関する質問票 

  様式第3号 会社概要書 

  様式第4号 見積書(総括表) 

  様式第5号 応募申込書 

  様式第6号 応募辞退届 

  上記にないものは様式任意とする。 

 

11 事務局 

  公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構 

管理部  担当：角本 

〒651-0073 神戸市中央区脇浜海岸通１丁目5番２号 

 人と防災未来センター東館６階 

  電 話：078-262-5580(代表) 

  E-MAIL：kakumoto-m@dri.ne.jp 

  URL：https://www.hemri21.jp 


